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大きいことに鑑み ( 牲川 ,･2004)、本稿では当学会誌を特に扱うこととする。
2．帰無仮説検定の特徴と限界
　『日本語教育』では、学習者レベル、母語、環境などの要因の違いにより分けられた複数




















れがある ( 杉澤 ,･1999)。日本の教育心理学分野では小さいp 値をもって差が大きいと誤解さ
れる例が多いと指摘されている ( 孫 ,･2010;･鈴川･&･豊田 ,･2011)。本来は、得られた差が標本
サイズに関わらず果たしてどの程度なのか検証する必要性があり、その参考となるのが効果
































対立仮説が正しい場合にそう結論付ける確率とも言え ( 鈴川･&･豊田 ,･2011)、要因の効果
があるという仮説を積極的に受け入れるために重要な意味を持ち (Fritz,･Scherndl,･&･Küh-
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野でも効果量の重要性が説かれ ( 水本･&･竹内 ,･2008,･2011)、教育心理学分野でも今後強く求





されたFritz 等 (2012) は、効果量の使用は広まっているがおおよそ半数の論文にとどまって








されている。杉澤 (1999) は学会誌『教育心理学』で検定結果の 6割強が効果量中以上であっ
たものの、検定力は .80 を下回っていたと報告したが、近年では効果量中以上を検出した場


















を損ねかねない。Cohen(1992) や孫 (2010) などは研究者一般へ効果量や検定力の普及が不十














































回使用するd 以外にr もある。r とd はともに頻繁に報告される数値から算出でき、かつ相
互換算可能であるものの、d の方が頻繁に用いられること (Fritz,･et･al.,･2012)、効果量の大き
さの目安を提案した Cohen 自身が提案した指標であることから本稿ではd を用いる。ただ
しCohen の基準に依拠する限りはこの 2つは相互換算可能であり (Fritz,･et･al.,･2012)、対応
する値が決まっておりどちらを用いても効果量大、中、小の範囲への分布頻度は同じ結果と
なる。また、分散分析にはη 2、η p
2、η G2、ω 2 やf などもあるが (Fritz,･et･al.,･2012)、本
稿ではf が最善であると判断した。それはη 2、η p
2、η G2 の算出には、一般にあまり報告
されない平方和の値が必要であり、これまでの論文から算出がほぼ不可能なためである。ω 2
やf は使用される頻度は低いが (Fritz,･et･al.,･2012)、効果量の目安を提案した Cohen がf を
開発したことから選択した。『日本語教育』ではη 2 を用いた論文が 2015 年から見られるが、
f はη 2 と相互換算が可能であり (Fritz,･et･al.,･2012)、t 検定の場合と同様にCohen の目安に
依拠する限りは同じ効果量大、中、小の範囲への分布結果となる。χ 2 検定は 2× 2のみに
適用可能なφではなくそれ以上の分割表も扱える Cramer’s･V を用いた。t 検定は水本と竹
内 (2008) の効果量算出シート、分散分析は葛西 (2011) の『分散分析用効果量電卓 2011』、χ 2
検定は田中・中野 (2013) の js-STAR･2012 で検算をした。
　検定力はR（ver.3.0.1）の pwr パッケージで算出し（有意水準は 5%に設定）、G*power･（ver.･
3.14）･(Faul,･et･al.,･2007) で検算をした。片側検定か両側検定か明言していないt 検定は、論
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出する研究計画で検定が行われていたか検証する。
5．結果





いことも多く、p 値が .05 をやや超えた程度の結果はもっとあったと考えられる。以下、有意、
有意でない、「有意傾向」と判断された結果の効果量と検定力の傾向を示す。
5-1　有意であると判断した結果の効果量と検定力
　有意な結果の 61.2%（252 例）が効果量大の下で検定が行われ、20.1%（83 例）が効果量中、











検定力 算出不可 小以下 小 中 大 ごとの小計
90%以上 2 (100) 18 (40) 48 (57.8) 222 (88.1) 290 (70.4)
80% 以上 7 (15.6) 8 (9.6) 8 (3.2) 23 (5.6)
70% 以上 12 (14.5) 11 (4.4) 23 (5.6)
60% 以上 4 (8.9) 11 (13.3) 5 (2) 20 (4.9)
50% 以上 6 (13.3) 3 (3.6) 4 (1.6) 13 (3.2)
40% 以上 2 (4.4) 2 (0.8) 4 (1)
30% 以上 2 (4.4) 2 (0.5)
20% 以上 5 (11.1) 5 (1.2)
10% 以上
0%以上 1 (2.2) 1 (1.2) 2 (0.5)
算出不可 30 (100) 30 (7.3)
効果量の範囲･
ごとの小計
30 (7.3) 2 (0.5) 45 (10.9) 83 (20.1) 252 (61.2) 412
5-2　有意でないと判断した結果の効果量と検定力
　有意でないと判断された結果の 25.3%（94 例）が効果量小の基準を下回り、28.8%（107 例）










検定力 算出不可 小以下 小 中 大 ごとの小計
90%以上 2 (2.1) 16 (15) 5 (27.8) 8 (61.5) 31 (8. ３)
80% 以上 6 (5.6) 1 (5.6) 7 (1.9)
70% 以上 5 (4.7) 2 (11.1) 1 (7.7) 8 (2.2)
60% 以上 2 (2.1) 3 (2.8) 3 (16.7) 8 (2.2)
50% 以上 3 (3.2) 5 (4.7) 8 (2.2)
40% 以上 3 (3.2) 10 (9.3) 2 (11.1) 4 (30.8) 19 (5.1)
30% 以上 4 (4.3) 14 (13.1) 3 (16.7) 21 (5.6)
20% 以上 8 (8.5) 11 (10.3) 2 (11.1) 21 (5.6)
10% 以上 14 (14.9) 29 (27.1) 43 (11.6)
0% 以上 58 (61.7) 8 (7.5) 66 (17.7)
算出不可 140 (100) 140 (37.6)
効果量の範囲･
ごとの小計









20 例の結果のうち、14 例（70%）は検定力 80%を超え、5例（25%）が 40%台、1例（5%）
は検定力も効果量も算出できなかった。
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表 4　「有意傾向」の結果の効果量と検定力の頻度（括弧内は比率）
効果量の範囲 検定力の範囲
検定力 算出不可 小以下 小 中 大 ごとの小計
90%以上 3 (60) 2 (22.2) 1 (20) 6 (30)









算出不可 1 (100) 1 (5)
効果量の範囲･
ごとの小計
1 (5) 5 (25) 9 (45) 5 (25) 20
6．　考察
6-1　結果の考察
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も要因の影響を評価する十分かつ適切な指標であるという意見もあると同時に (Fritz,･et･al.,･
2012)、効率的な日本語教育研究の成果の集積のために何らかの統一的な枠組みを用いるこ





1回も判定できない標本であることを示す検定力 50%未満の結果は 3.2%、80%未満 50%以
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Examining the Reliability and Validity of Statistical Results
Reported in Japanese Language Education Research:
A Particular focus on “Nihongo Kyoiku”
Yusuke SAKURAI (The University of Tokyo）
【Keywords】Academic Journal “Nihongo Kyooiku”, Null Hypothesis 
Testing, Effect Size, Power
　　　Here we examine the reliability and validity of null hypothesis testing results reported in a 
major Japanese language education journal “Nihongo Kyooiku” on the basis of the indices of the 
effect size and statistical power. Although the critical evaluation of research analytical procedures is 
inevitable, little research has paid attention to the reliability and validity of the results of statistical 
techniques often employed in this field. Referring to 804 results in the 66 published articles during the 
years 2004 to 2015, we calculate the effect size of each null hypothesis testing result, which suggests 
the degree of the standardised deviation from the null hypothesis, and the statistical power, which 
estimates to what extent (probability) the result would be found in the target population based on the 
sample at hand. Among the studies examined, 11% of statistically significant results suggested that 
the practical sizes of the effect of the factors of interest could be interpreted as small or trivial, and 
would require further investigation. In contrast, among 9% of non-significant results, the effect sizes 
of the results could be considered as medium or large, which implies that the sample was too large, 
and that the effect of the factors may exist. Furthermore, effect size and power could not be calculated 
in approximately 40% of the non-significant results due to the insufficient reporting of statistical result 
indices. Based on our findings, we suggest that greater awareness about reporting the indices of sta-
tistical results among researchers would improve research practices and the efficiency of knowledge 
accumulation in the field. 
